
北但行政事務組合監査告示第１号 

 

 

 地方自治法第292条において準用する第199条第１項、第２項及び第４項の規定に

基づき、定期監査及び行政監査を実施したので、同条第９項の規定によりその結果を

公表します。 

 

 

  令和４年２月２日 

                      北但行政事務組合 

                       監査委員  羽 尻 知 充 

                       監査委員  芦 田 竹 彦 
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定期監査及び行政監査結果報告書 

 

第１ 監査の種類 

地方自治法第199条第１項の規定に基づく財務監査を第４項の規定による定期監査とし

て、併せて第２項の規定に基づく行政監査を実施した。（地方自治法第292条の準用規定に

よる。） 

 

第２ 監査の対象 

１ 監査の対象 

豊岡市、美方郡香美町及び美方郡新温泉町をもって組織する北但行政事務組合（以下「組

合」という。） 

２ 対象期間と範囲 

2021年４月１日から同年11月30日現在までの組合の財務及び一般行政事務に関する事務

の執行 

 

第３ 監査の着眼点 

今回の監査は、組合の所管事務を対象に、主に予算執行その他の事務の処理状況、現金

及び物品の出納及び保管状況並びに契約の状況等を重点に、2021年11月30日現在の監査要

求資料等に基づき、それぞれの事務が関係法令等に準拠し、かつ的確に行われているかを

試査した。 

 

第４ 監査の主な実施内容 

監査委員事務局職員による事前監査（予備調査）をヒアリング形式により実施するとと

もに、監査委員による監査を実施した。 

 １ 事前監査実施日  2022年１月７日 

⑴ 監査要求資料、関係帳簿及び書類の提出を求め、事前監査点検事項（チェックシート）

を作成した。 

⑵ 予算の執行状況及び内容等について、収入及び支出伝票を抽出調査し確認するととも

に、内容を聴取した。 

⑶ 事務概要、職員数及び主要な事務事業の概要について説明を受け、進捗状況等につい

て確認した。 

⑷ 委託契約について業務を抽出し、事務処理を確認した。 

⑸ 工事契約及び進捗状況について、事務処理を確認した。 

⑹ 備品の管理状況について、備品台帳により確認した。 

⑺ 財産調書に基づいて、土地、建物、機械器具備品（100万円以上）、基金について内容

を聴取した。 

⑻ 資金前渡金について、内容を聴取し処理状況の確認を行った。 

２ 監査委員監査の実施  2022年1月14日 

  事前監査（予備調査）の結果を踏まえて行った。 

３ 監査委員名  監査委員 羽尻 知充、監査委員 芦田 竹彦 
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第５ 監査の実施期間 

１ 実施場所 豊岡市役所本庁舎及び組合事務所 

２ 監査の期間 2021年12月１日から2022年１月26日まで 

 

第６ 監査の結果 

監査の結果については、おおむね適正な事務処理がなされていると認められたが、一部

に留意及び改善を要する点が見受けられたので、それぞれ必要な措置を講じ適切な事務処

理に努められたい。 

なお、今回の監査における要望事項等は、「４ 監査の総括及び所見」に述べているとお

りであるので、これらに関しては今後検討等を求める。また、軽易な注意事項等について

はその都度口頭で通知したので、記述を省略した。 

 

以下、監査結果は次のとおりである。なお、文中及び各表中の係数は、原則として表示

単位未満を四捨五入により端数処理した関係上、合計と内訳の計が一致しない場合がある。 

 

１ 事務組織及び事務事業等の概要 

⑴ 事務組織 

事務組織は、１課（環境課）１係（環境係）からなり、事務局長ほか12名（うち会計年

度任用職員７名）の職員が配置されている。 

⑵ 事務事業等の概要 

組合は、「豊岡市」、「香美町」及び「新温泉町」を構成市町として、広域ごみ・汚泥処理

施設の設置及び維持管理並びに広域ごみ・汚泥の処理に関する事務を共同処理している。 

  ア 施設運営について 

2016年８月から2036年７月までの20年間ほくたんハイトラスト株式会社のもとで施設

の運営が行われている。繁忙期もスムーズな受入体制を取り、自主保証値 ※ を遵守し

ながら安全に稼働している。安全のための緊急炉停止７回を行ったが、マニュアルに基

づき対応し関係者へ報告を行っている。また商用電源停電により停止したが、非常用発

電起動後に復旧している。 

施設から排出されるばいじん及び分別されたプラスチック類等については、資源化や

リサイクルするため、それぞれ資格を有した専門業者に委託している。蛍光管は、施設

内専用破砕機で減容化し、ペットボトルは圧縮梱包し適宜搬出している。 

〔※ 施設運営事業者が自主的に提案した法で定める環境基準よりはるかに厳しい値〕 

イ 施設維持管理について 

進入道路の一部が陥没したため原状回復のための段差解消工事と、有害獣による落石

があるため落石防止用ふとんかご設置工事を行い、搬入車両の安全確保を行っている。 

ウ 地元対応について 

森本区及び坊岡区で構成される運営委員と定期的に会議を開催し、ごみの受入状況、

監視体制、地域振興計画について、協議、報告を行うなど地域との協調を図っている。 

エ 住民啓発について 

構成市町の全世帯に、組合広報紙「ほくたん便り」を配布し、事業の内容、ごみの分

別に対するお願い及び各種イベントの情報を広く周知している。組合のホームページ更

新も随時行い、事業運営に対する理解と協力を深めてもらえるよう努めている。 
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２ 予算の執行及び基金の状況（2021年11月30日現在） 

  組合における予算の執行状況は、次のとおりである。 

⑴ 一般会計予算の執行状況 

＜歳 入＞                          （単位：千円、％） 

区  分 
予算現額 

Ａ 

調定額 

Ｂ 

収入済額 

Ｃ 

収 入 率 予算額との比較 

(Ａ－Ｃ) Ｃ/Ａ Ｃ/Ｂ 

分担金及び負担金 352,162 271,918 271,918 77.2 100.0 80,244 

使用料及び手数料 150,058 95,311 89,590 59.7 94.0 60,468 

財 産 収 入 203,201 139,605 139,576 68.7 100.0 63,625 

繰 越 金 16,179 16,179 16,179 100.0 100.0 0 

諸 収 入 3,503 55 55 1.6 100.0 3,448 

計 725,103 523,068 517,318 71.3 98.9 207,785 

歳入は、予算現額725,103千円、調定額523,068千円、収入済額517,318千円で、予算現額

に対する収入率71.3％、調定額に対する収入率は98.9％となっている。主な収入済額は、

分担金及び負担金（構成市町負担金）271,918千円、財産収入（物品売払収入、電力売払収

入等）139,576千円、使用料及び手数料（ごみ処理手数料等）89,590千円である。 

 

＜歳 出＞                           （単位：千円、％） 

区  分 
予算現額 

Ａ 

支出済額 

Ｂ 

支出率 

Ｂ/Ａ 

予算残額 

（Ａ－Ｂ） 
備  考 

議 会 費 1,647 394 23.9 1,253  

総 務 費 52,980 26,914 50.8 26,066  

衛 生 費 669,490 283,616 42.4 385,874  

予 備 費 986 0    0.0 986  

計 725,103 310,924 42.9 414,179  

歳出は、予算現額725,103千円、支出済額310,924千円で、予算現額に対する支出率は

42.9％となっている。主な支出済額は、施設運営管理のための衛生費（廃棄物処理運営事業、

環境衛生推進事業、処理施設整備事業）の各種業務委託料及び交付金等283,616千円、事務的経

費である総務費（機器賃借料及び派遣職員給与費負担金等）26,914千円である。 

 

⑵ 基金の状況 

将来の施設の解体撤去費用の財源を確保することを目的として一般廃棄物処理施設基金

を保有している。クリーンパーク北但において発電する再生可能エネルギー電気の売電収入の

概ね１割の積立てを行っており、基金の現在高は79,709千円となっている。 

定期預金及び普通預金として保管しており、３箇月の期間運用を行っている。安全性、確実

性及び流動性に配意した運用を行っている。 
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３ 施設運営に係る各種状況（2021年11月30日現在） 

⑴ ごみの受入量について 

ごみの受入重量は、一般廃棄物処理基本計画の2021年度受入重量（38,532.83トン）に対

して25,448.59トン（受入率：66.0％）であるが、今後の予測受入重量は見込み量を含め年

間約38千トンとなり、計画比に対して99.1％を見込んでいる。 

⑵ ごみ処理手数料について 

ごみ処理手数料は、構成市町合計で103,173千円であり、予算現額150,000千円に対して

68.78％の収入となっている。 

⑶ 資源化物売払収入について 

資源化物売払収入は、31,359千円であり予算現額22,000千円に対して142.54％の収入と

なっている。前年度に比べて増加しているのは、有価物契約単価が増額したためである。 

⑷ 電力売払収入について 

売電売払収入は、131,984千円であり予算現額181,000千円に対して72.9％の収入となっ

ている。前年度と同程度であり、概ね計画どおりである。 

⑸ 地域振興計画の実施について 

「広域ごみ・汚泥処理施設建設に伴う森本区・坊岡区地域振興計画」を策定し、循環型

社会の実現にふさわしい先進的な環境創造の取組を行っている。事業の内容は次のとおり

である。国県事業の未実施事業については、継続して国県に要望している。 

 

事業種別 事業数 実施済 
実施中 
（継続事業） 

未実施 
(実施保留) 

実施中の事業内容 

国 県 事 業 １４   ７  １  ６ 山陰近畿自動車道竹野ＩＣ設置 

豊岡市経常経費事業   ６   ２  ３(2)  １ 地籍調査事業等 

１市２町負担金事業 ３５ ３２  １(1)  ２(1) コミュニティ活動への支援 

施設整備関連事業   ８   ７   －  １(1)  

合 計 ６３ ４８  ５(3) １０(2)  

 

⑹ 施設、周辺エリアの見学者等受入及びイベント開催状況について 

ア 「ごみ処理」と「里山」を実際に見学することで、資源と環境の大切さを施設内展示

や啓発設備で学習できる施設見学を受入れている。11月末現在、構成市町管内の小学校

及び団体合計23団体（533名）、一般９名の施設見学を受け入れている。 

イ イベントを通じ、循環型社会での役割、自然環境への配慮、自然との調和を学ぶこと

を目的にふれあい７つの体験イベントを計画したが、新型コロナウイルス感染症拡大防

止のため４つのイベントを中止している。開催したイベントは、焼き芋、そば打ち、も

ちつき、クラフト製作、植物観察会等で、57名が参加した。 

ウ 里山保全活動として、山林整備、里山再現プロジェクト及び山の恵みビオトープと里

の恵みビオトープの維持管理を行っている。環境啓発機能の整備と周辺環境の保全によ

り、施設周辺の34haの山林を健全な姿にし、人の手が適度に入った里山に復元すること

を目的としている。 
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４ 監査の総括及び所見 

内部統制の有効性及び事務の経済性、妥当性並びに合理性の観点から、要望事項等は次の

とおりである。 

 

〔要望事項〕 

⑴ ごみ処理行政について 

ア 「地域のごみは地域で処理する」という理念のもとに建設されたクリーンパーク北但

は、最新の技術を有し、クリーンセンター（高効率ごみ焼却発電施設）とリサイクルセ

ンターを併設する環境に優しいごみ処理施設であり、法の定める環境基準より厳しい数

値を守りながら運営を行っている。 

今後においても北但地域の循環型社会形成に向けて、安全安心な施設運営に取り組み、

地域住民を守る質の高いごみ処理サービスを継続して実現していくことを望むものであ

る。 

イ また、本施設が単にごみ処理の施設にとどまらず、ごみを中心とした環境啓発機能を

有し、施設周辺の山林を利用して自然と触れ合い、自然との調和の大切さを学ぶ場であ

ることから、北但地域の内外に向けて積極的に情報発信を行い、交流拠点の一つとなる

ことを期待する。特に小学生の施設見学は、ごみ処理への認識を深めることから積極的

に受け入れていただきたい。 

⑵ 施設運営会社への監督管理について 

施設運営会社とは、月例会議の実施等により連携を図っている。今後とも施設管理のリ

スクを把握するため、監督・モニタリングを継続して実施されたい。 

また、施設運営会社に対しては、支出の最適化、効率化、公共サービス水準の向上、安

全性を求め、質の高いサービスが継続して実現していくことを期待する。 

⑶ 構成市町負担金について 

ア 構成市町負担金については、事業の運営に必要な経費を積算し、均等割及びごみ処理

量割で負担金額が決定されている。事業の運営においては、コストを意識した運営に努

め、構成市町負担金という限られた経営資源を有効に活用するよう一層留意されたい。 

イ また、基金は、将来の処理施設の撤去に必要な財源を確保し、構成市町の健全な財政

運営に資することを目的に積み立てされている。金融機関へ定期預金で運用されている

が、基金の資金を定期預金からより有利な債券で運用する検討を進めている。今後とも

経済動向を注視し、確実かつ有利な方法で基金運用による収益確保に努められたい。 

⑷ 自主財源確保の取組等について 

資源化物の売払収入、再生エネルギー電気の売電収入などの収入を得ており、構成市町

の負担軽減に資する歳入確保の取組を進めている。収入額については、電力の需要状況や

経済動向に伴う有価物契約単価の影響を受けるものもあるが、今後とも公金という認識の

もとに収入事務を適正に行い、より一層の自主財源の確保に取り組まれたい。 

 


